
 

霧島市市民活動支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、共生・協働のまちづくりを推進するため、市民団体が自主的かつ自

立的に行う営利を目的としない公益的な事業に対して、霧島市市民活動支援事業補助金

を交付することについて、霧島市補助金等交付規則（平成17年霧島市規則第53号）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「市民活動」とは、自主的かつ自立的に行う営利を目的としな

い公益的な活動であって、別表第１に掲げる分野の活動をいう。 

２ この告示において「市民団体」とは、前項に掲げる活動を市内で行う団体をいう。 

３ この告示において「公益的な活動」とは、不特定かつ多数の者の利益の増進を図り、

市民福祉の向上に寄与する活動をいう。 

（補助対象団体） 

第３条 補助金の交付の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、次に掲げ

る要件を満たす市民団体とする。 

(1) 主たる活動の場が市内にあり、公益的な活動を行う団体であること。 

(2) ５人以上で構成し、市内に在住又は在勤若しくは在学する者を主たる構成員として

いること。 

(3) 規約その他これに類するものを有し、責任者が明確で、団体として独立した経理を

行っていること。 

(4) 法令又は条例等に違反する活動をしていない団体であること。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対象

団体が行う公益的な活動で、これまで実施してきた事業を発展させ拡充するもの又は新

たに実施する事業で、次に掲げる要件を満たす事業とする。 

(1) 市内で実施する事業であること。 

(2) 国、地方公共団体又は公益法人等から他の制度による補助、助成又は委託を受けて

いる事業でないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象

事業を実施するために直接必要とする経費で、別表第２のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは、補助の対象としない。 

(1) 補助対象団体の経常的な管理運営経費（事務所の賃借料、光熱水費等） 

(2) 補助対象団体の構成員による会合の飲食及び親睦に要する経費 

(3) 補助対象団体の構成員に対する人件費（別表第２に掲げるものを除く。）、謝礼等 

(4) その他市長が適当でないと認める経費 



 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の額の２分の１以内の額とし、30万円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる

ものとする。 

３ 補助金の交付は、１補助対象団体につき、１会計年度中に１つの補助対象事業に限る

ものとする。この場合において、同一又は類似の補助対象事業に係る補助金の交付回数

は、通算３回をその限度とする。 

（公募） 

第７条 市長は、市民活動に対する支援を公平に実施するため、補助金を交付する補助対

象事業（以下「補助事業」という。）を公募するものとする。 

２ 前項の規定による公募に応じようとする補助対象団体（以下「応募者」という。）は、

市長が定める期日までに、霧島市市民活動支援事業提案書（第１号様式）に次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 団体に関する調書（第２号様式） 

(2) 事業計画書（第３号様式） 

(3) 事業収支予算書（第４号様式） 

(4) 事業の実施体制に関する調書（第５号様式） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（審査及び選考） 

第８条 市長は、補助事業の選考に当たっては、霧島市市民活動促進委員会の審査結果を

踏まえ決定するものとする。 

２ 市長は、選考の結果を市民活動支援事業選考結果通知書（第６号様式）により応募者

に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 前条第２項の規定により、補助事業の決定の通知を受けた補助対象団体（以下「補

助団体」という。）は、霧島市市民活動支援事業補助金交付申請書（第７号様式）に、

第７条第２項第２号及び第３号に掲げる書類を添付して、市長が別に指定する日までに、

市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第10条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し適当と認める

ものについては、補助金の交付決定を行い、霧島市市民活動支援事業補助金交付決定通

知書（第８号様式）により、当該補助団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の交付決定に際して必要な条件を付することができる。 

（補助事業の変更等） 

第11条 補助団体は、補助事業を変更し、又は中止しようとするときは、あらかじめ霧島

市市民活動支援事業補助金変更・中止承認申請書（第９号様式）を市長に提出し、その



 

承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 前項ただし書に規定する軽微な変更とは、補助目的の達成に支障を来すことのない事

業計画の変更又は補助対象経費の各項目の20パーセント以内の変更をいう。 

３ 前条の規定は、第１項の承認をした場合に準用する。 

（実績報告） 

第12条 補助団体は、補助事業が完了したときは、完了した日から30日以内又は当該会計

年度の３月20日のいずれか早い日までに霧島市市民活動支援事業補助金実績報告書（第

10号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書（第11号様式） 

(2) 収支決算書（第12号様式） 

(3) 補助対象経費に係る領収証又はその写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第13条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、内容を審査し、交付すべき補

助金の額を確定し、霧島市市民活動支援事業補助金確定通知書（第13号様式）により当

該補助団体に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第14条 補助団体は、補助金の交付を受けようとするときは、前条の規定により補助金の

額の確定通知を受けた後に、霧島市市民活動支援事業補助金請求書（第14号様式）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、必要があると認めるときは、第10条の規定による

補助金の交付決定通知を受けた後に、補助金の一部を概算払により交付することができ

る。 

（報告会） 

第15条 補助団体は、市長が補助事業の内容の周知等を図るために開催する霧島市市民活

動支援事業報告会に出席しなければならない。 

（その他） 

第16条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成25年11月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の霧島市市民活動支援事業補助金交付要綱の規定は、平成26年

度以後の霧島市市民活動支援事業補助金から適用し、平成25年度以前の霧島市市民活動

支援事業補助金については、なお従前の例による。 

（有効期限） 



 

３ この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成28年11月28日告示第298号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成28年11月28日から施行し、改正後の霧島市市民活動支援事業補助金

交付要綱については、平成28年11月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の霧島市市民活動支援事業補助金交付要綱の規定は、平成29年

度以後の霧島市市民活動支援事業補助金から適用し、平成28年度以前の霧島市市民活動

支援事業補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年12月12日告示第177号） 

（施行期日等） 

１ この告示は、令和元年12月12日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中第６条第１項の改正規定 令和２年４月１日 

(2) 第２条の規定 令和５年４月１日 

（経過措置） 

２ 令和２年３月31日以前に、改正前の霧島市市民活動支援事業補助金交付要綱第10条第

１項の規定により１回目又は２回目の補助金交付決定を受けている補助対象団体が実施

する当該交付決定に係る補助対象事業と同一又は類似する補助対象事業に係る補助金の

交付率及び交付限度額は、なお従前の例による。 

別表第１（第２条関係） 

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

５ 環境の保全を図る活動 

６ 災害救援活動 

７ 地域安全活動 

８ 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

９ 国際協力の活動 

10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

11 子どもの健全育成を図る活動 

12 情報化社会の発展を図る活動 

13 科学技術の振興を図る活動 

14 経済活動の活性化を図る活動 



 

15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

16 消費者の保護を図る活動 

17 観光の振興を図る活動 

18 農山漁村及び中山間地域の振興を図る活動 

19 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動 

別表第２（第５条関係） 

項目 経費の種類等 

賃金 団体の構成員への認定限度額は、１人当たり３千円／日とする。 

報償費 外部講師の謝礼、調査・研究に要する経費 

旅費 外部講師・団体の構成員等の移動、現地調査等に係る運賃、宿泊費等

の実費相当額 

消耗品費 文具や事務用品、食材等 

印刷製本費 パンフレットやチラシ、資料等の作成に要する経費 

食糧費 奉仕作業中の飲物代 

通信費 郵送料（切手代等）、宅配便代 

保険料 外部講師、団体の構成員、参加者の保険料 

委託料 会場設営委託料、看板作成委託料、警備委託料等 

使用料及び賃借料 会場使用料、有料道路使用料、車両・器具等の賃借料等 

原材料費 材木、土砂代等 

備品購入費 購入金額及び数量に係わらず認定限度額は３万円とする。 

その他の経費 上記以外の経費で市長が適当と認めるもの 

備考 団体の構成員に係る賃金及び旅費の合算額の認定限度額は、補助対象経費の合算

額の20％とする。 

 


